
居宅介護⽀援事業所における業務に関する調査は、 「⽼⼈保健健康増進等事業（本

調査）」及び「介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査」において平成15

年から継続的に実施されています。調査の結果は、今後の介護報酬や運営基準を議論

する上で、重要な資料となります。調査の趣旨をご理解いただき、ご協⼒のほどよろしく

お願いいたします。

本調査はこのように活⽤されています

平成21年度に実施された本調査（⽼⼈保健健康増進等事業）の結果は、

第８３回社会保障審議会介護給付費分科会（平成23年10⽉）で公表

され、平成24年度報酬改定の検討のための基礎データとなりました。

調査結果

「介護報酬改定に

おける論点」に列挙

調査結果が介護報酬改定の検討に活⽤された例（１）



平成28年度調査により、利⽤者が死亡する前30⽇間の⽀援内容について、疾患が悪性腫瘍

（がん）か否かで⽐較すると、サービス担当者会議の開催回数及びケアプランの変更回数は、

悪性腫瘍（がん）のほうが複数回数の対応を⾏っている割合が⾼かったことが把握され、ターミ

ナルケアマネジメント加算が創設されました。

（出所）第158回社会保障審議会介護給付費分科会資料

参考資料1 居宅介護⽀援 P165

（出所）第143回社会保障審議会介護給付費分科会資料 参考資料1 居宅介護⽀援 P56

調査の趣旨をご理解いただき、ご協⼒のほどよろしくお願いいたします。

平成28年度に実施された介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調

査の結果は、第１３６回社会保障審議会介護給付費分科会（平成29年

3⽉）で公表され、平成30年度報酬改定におけるターミナルケアマネジメント

加算の検討のための基礎データとなりました。

調査結果が介護報酬改定の検討に活⽤された例（２）


